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Certified Nurse Specialist

Ⅰ 地域貢献 ＜教育関連＞

１．医療人の育成（看護師関連）

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・看護学科卒業生の就職状況
県内就職率 43％
（平成19年度～23年度平均）
県内就職者数 33名

Ⅱ
教
育

54.9
8080

看護学科卒業生の県内就職率及び県内就職者数

（％）（人）

県内就職率
県内就職者数

現状あるいは課題

県内就職者数 33名
（平成23年度卒業生）

（課題）
・看護師の県内への
供給機能の一層の
向上が必要

Ⅲ
研
究
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看護学科卒業生の県内就職率６０％を
目指す

Ⅳ
診
療

（仮称）看護実践・キャリア支援センターを設置・運営する等、看

護学生の就労支援を行い、県内就職率の向上に努める。

成果目標

中期計画

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

・奨学金制度の見直し・拡充による
県内就職率の向上に向けた取組

県の役割

・（仮称）看護実践・キャリア支援セン
ターの設置及び大学と附属病院の
連携による看護学生の県内就職に
向けた取組の推進

大学の取組

Ⅵ
法
人
運
営
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

看護学科卒業生
の県内就職者数

33名 38名 45名 50名 52名 54名
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Ⅰ 地域貢献 ＜診療関連＞

5. 断らない救急医療体制の整備

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・高度救命救急センターの受入率
85.7％（平成23年）、72.5％（平成22年）

（課題）

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

（課題）
・重篤な救急患者の100％受入が必要

Ⅲ
研
究
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Ⅰ 地域貢献 ＜診療関連＞

5. 断らない救急医療体制の整備
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（現状）
・高度救命救急センターの受入率
85.7％（平成23年）、72.5％（平成22年）

（課題）

Ⅱ
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現状あるいは課題

（課題）
・重篤な救急患者の100％受入が必要
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重篤な救急患者を断らない 県内救急搬送のコーディネー

重篤な救急患者の高度救命
救急センターの受入率を１０
０％に近づける

成果目標
Ⅰ
地
域
貢
献重篤な救急患者を断らない

システムを構築する
県内救急搬送のコ ディネ
ト機能を運用する

県内の救急医療に関する諸機関の連携体制のもと、重篤な救急患

者の受入を中心に、病院全体として断らない救急医療の実現に取り

組む

中期計画 Ⅱ
教
育

・県内救急搬送コーディネート体
制の構築
・ｅ－ＭＡＴＣＨの病院への導入
（平成24年度末） 運用開始

・重篤な救急患者等のスムーズな
受入のための院内体制を再構築
及び、県内救急搬送コーディネート
機能の支援

組む。

Ⅲ
研
究

大学の取組 県の役割

（平成24年度末）、運用開始

・症状に応じた適正な医療機関へ
の搬送、受診の推進

・新県立奈良病院の整備、供用
開始

機能の支援

・救急患者の転院等の仕組みや病
院間連携体制の整備

・高度救急医療を担う医師、看護
師等の確保及び、専門医や認定看
護師等の養成

・医師等救急医療従事者の負担軽
減対策（補助員配置、服務、手当

Ⅳ
診
療

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

重篤な救急患者の
高度救命救急セン
ター受入率

87％ 89％ 91％ 93％ 95％
100％に
近づける

等）への取組 Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

県内救急搬送コー
ディネートの運用

機能
検討

運用開始

-１２-
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Ⅰ 地域貢献 ＜診療関連＞

6. 周産期医療体制の強化

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・奈良県における周産期搬送の状況
県内受入実績（平成23年）
母 体 254名／275名、92.4％
新生児 147名／147名、100％

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

新生児 147名／147名、100％
（県内受入数／総数、県内受入率）

（課題）
・周産期患者（新生児・母体搬送）の100％受入が必要

周産期（新生児・母体）搬送の県内受入率

Ⅲ
研
究
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Ⅰ 地域貢献 ＜診療関連＞

6. 周産期医療体制の強化

Ⅰ
地
域
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献

（現状）
・奈良県における周産期搬送の状況
県内受入実績（平成23年）
母 体 254名／275名、92.4％
新生児 147名／147名、100％

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

新生児 147名／147名、100％
（県内受入数／総数、県内受入率）

（課題）
・周産期患者（新生児・母体搬送）の100％受入が必要

周産期（新生児・母体）搬送の県内受入率
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Ⅰ
地
域
貢
献

新生児・母体の県内受入率を１００％に
近づける

中期計画

成果目標

Ⅱ
教
育

総合周産期母子医療センターの機能充実と施設間ネットワークと

の連携を図ることにより母体・新生児搬送受入率100％を目指すと

ともに、周産期医療を担い推進する人材（新生児科医、産科医、小

児科医、小児外科医、助産師、看護師等）を養成する。

大学の取組 県の役割

Ⅲ
研
究

・県内搬送コーディネート体制の
構築
・リスクに応じた医療機関の役割
分担・連携の推進
・（仮称）中央手術棟及び新県立
奈良病院の整備、供用開始

・ＧＣＵ(*1)の増床等、総合周産期母
子医療センターの機能充実

・施設間ネットワークとの連携による、
県内母体・新生児搬送コーディネー
ト機能の充実

・高度周産期医療を担う医師、助産
師、看護師等の人材養成・確保

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

母体
県内受入率

93％ 93％ 93％
100％に
近づける

100％に
近づける

100％に
近づける

新生児
県内受入率

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

Ⅳ
診
療

県内搬送コーディ
ネートの運用

Ⅴ
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機能
検討

運用開始
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※１ＧＣＵ（Growing Care Unit）：新生児治療回復室。ＮＩＣＵ（新生児特定集中治療室）退出児が入院する後方病床。
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Ⅰ 地域貢献 ＜診療関連＞

7. 他の医療機関との連携強化

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・地域医療連携パス運用件数 137件（平成23年度）
・緩和ケアセンター設置（平成21年10月）
・紹介率 67.8％（平成19年度～23年度平均）
・逆紹介率 35.4％（平成19年度～23年度平均）

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

逆紹介率 35.4％（平成19年度 23年度平均）

・新県立奈良病院や、南和広域医療組合が整備する南和地域公立
病院等を整備予定

Ⅲ
研
究

100
120
140
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逆紹介率

（課題）
・ 「脳卒中、心筋梗塞、糖尿病、がん、精神疾患」の地域医療連携パ
スの充実と運用システムの確立が必要

・県内医療機関における緩和ケアのレベルアップが必要

・地域医療機関との連携体制の強化が必要

・新県立奈良病院や、南和広域医療組合が整備する南和地域公立
病院等の整備に併せた地域医療連携体制の強化が必要

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

病院等の整備に併せた地域医療連携体制の強化が必要Ⅵ
法
人
運
営
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Ⅰ 地域貢献 ＜診療関連＞

7. 他の医療機関との連携強化

Ⅰ
地
域
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（現状）
・地域医療連携パス運用件数 137件（平成23年度）
・緩和ケアセンター設置（平成21年10月）
・紹介率 67.8％（平成19年度～23年度平均）
・逆紹介率 35.4％（平成19年度～23年度平均）

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

逆紹介率 35.4％（平成19年度 23年度平均）

・新県立奈良病院や、南和広域医療組合が整備する南和地域公立
病院等を整備予定
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（課題）
・ 「脳卒中、心筋梗塞、糖尿病、がん、精神疾患」の地域医療連携パ
スの充実と運用システムの確立が必要

・県内医療機関における緩和ケアのレベルアップが必要

・地域医療機関との連携体制の強化が必要

・新県立奈良病院や、南和広域医療組合が整備する南和地域公立
病院等の整備に併せた地域医療連携体制の強化が必要
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病院等の整備に併せた地域医療連携体制の強化が必要Ⅵ
法
人
運
営
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Ⅰ 地域貢献 ＜診療関連＞

8. 県内医療人への助言・指導

Ⅱ
教
育

（現状）
・地域医療連携懇話会開催回数 2回（平成23年度）

テーマ：在宅医療を支えるシステム、奈良県の周産期医療ネット
ワーク構築のための地域医療連携等

（課題）

現状あるいは課題

Ⅲ
研
究

（課題）
・県内医療機関の医療技術や診療レベルの向上が必要

医療関係者に対する研修会等の開催
回数を平成２３年度に比べ倍増を目指
す

成果目標

Ⅳ
診
療

県・市町村医師会や県看護協会と協働して、最新技術・情報を学

べる研修やスキルスラボ実習を企画・実施すると共に、メーリング

リスト等を活用した情報発信を行い、県内医療人のレベルアップに

貢献する。

中期計画

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

・地域の医療従事者等を対象にした各種研修会の開
催や医療情報発信の充実（再掲:Ⅰ-7）
・臨床技能習得のためのスキルスラボの設置・運営及
び地域へのオープン化

大学の取組
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人
運
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

研修会等の開催
回数

3回 4回 4回 4回 4回 4回
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